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はじめに
本稿では，EU（欧州連合）が 2020年までの新経済成長戦略 「欧州 2020」において定めた，
教育分野のヘッドライン指標（重点目標） lの lつである，早期離学率の引き下げ （中等教育段階
の早期離学率を 10%未満に）に着目する。との指標は， 「欧州 2020」に連動して策定された「教





な要因だとしている20 同じく， 2014年の報告書「ヨーロ ッパにおける教育と訓練からの早期
離れへの取り組みJ( European Commission/EACEA/Eurydice/Cedefop 2014, 3 5-50）では，過去の
先行研究から早期離れの要因を大きく 3つに分けて示している。それらは， 「個人，家族， 社会
経済的状況，移民もしくはマイノリティ の背景，ジェンダー」「教育制度（留年制度，社会経済
的分離，早期のトラッキングなど）」I労働市場」である。






とえば， EuropeanJournal of Educationの Vol.48,No.3(2013）がこれまで特集を組んできた。他に
もドロップアウトや若者の失業問題の視点からの研究をあげることができ（Lamb,S. et al. 2011, 
De Groof, S. & Elchardus, M. 2013），早期離学の考察についてはさまざまな切り口を設定する こ
とができることについては前出の拙稿でも述べた。本稿では，国内では先行研究の少ない，い
わゆるEUの東方拡大と言われる 2004年以降にEUに加盟した 13ヵ国の うち， EUlO諸国 （中・
東欧およびパノレト諸国など旧社会主義圏の各国で， 2004年加盟のポーラ ンド，チェ コ，スロ ヴ






社会主義圏から社会体制の転換を経て， 2004年と 2007年に EUに加盟した国々である。 EU15
諸国（2004年のいわゆる EUの東方拡大以前の加盟国）とは異なる歴史的社会的背景を持つ。
現在，独立等から 25年余りが経ち， EU加盟からも 10年が過ぎたところである。 考察にあた
っては， 2016年（EuropeanCommission 2016a）および 2017年 （EuropeanCommission 2017a) 
のモニタリング報告書等を主に用いながら，主な基本的なデータを比較考察し，上述の早期離
学の要因を検討するにあたっての課題や視点を抽出したい。
なお， EUにおける早期離学者とは， 18-24歳のうち前期中等教育またはそれ以下で教育・ 訓
練を離れ，その後の教育・訓練を受けていない者を指している。 それは，早期離学のデータは







まずは， 2017年 11月に公表された最新の 2017年モニタリング報告書3で EUのベンチマーク
である 10%の目標値の達成状況を確認しておく 。報告書では 2010, 2013, 2016年のデータを
用いて早期離学率の変化をグラフで示している（EuropeanCommission 2017a, Figure29）。 EU平









また， 2017年報告書では早期離学率の変化を 4つのグループに分けている（European 




ギ ，ー デンマーク，アイルラン ド， ドイツ4）。そして， 4つめは，すでに目標値よりも低く，






さて， もう少し過去へ遡ってその変化をたどってみる ことにする。 ユーロスタッ トのデータ
セットでは 1992～2016年のデータをみること ができ る。そこで， ET2020が策定された 2009
年以降のデータを用いて作成6したのが表 1である。 EUの目標値の達成は網掛けで， また EUlO
諸国は国名に網掛けで示しである。
（表 1) 2009-2016年の早期離学率 （札 2016年降順）( Source: Eurostat) 
I Early lea1.ers from education and train in by sex and labour status [ edat lfse 14 
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
EU (28 count同es) 14.2 13.9 13.4 12.7 11.9 11.2 11.0 10.7 
マルタ 25.7 23.8 22.7 21.1 20.5 20.3 19.8 19.7 
スペイン 30.9 28.2 26.3 24.7 23.6 21.9 20.0 19.0 
ルー マニア 16.6 19.3 18.1 17.8 17.3 18.1 19.1 18.5 
ポルトガル 30.9 28.3 23.0 20.5 18.9 17.4 13.7 14.0 
ブルガリア 14.7 12.6 11.8 12.5 12.5 12.9 13.4 13.8 
イタリア 19.1 18.6 17.8 17.3 16.8 15.0 14.7 13.8 
ハンガリー 11.5 10.8 11.4 11.8 11.9 11.4 11.6 12.4 
イギリス 15.7 14.8 14.9 13.4 12.4 11.8 10.8 11.2 
エストニア 13.5 11.0 10.6 10.3 9.7 12.0 12.2 10.9 
ドイツ 11.1 11.8 11.6 10.5 9.8 9.5 10.1 10.3 
ラトヴィア 14.3 12.9 11.6 10.6 9.8 8.5 9.9 10.0 
ベルギー 11.1 11.9 12.3 12.0 11.0 9.8 10.1 8.8 
フランス 12.4 12.7 12.3 11.8 9.7 9.0 9.2 8.8 
オランダ 10.9 10.0 9目2 8.9 9.3 8.7 8.2 8.0 
フィンランド 9.9 10.3 9目8 8.9 9.3 9.5 9.2 7.9 
キプロス 11.7 12.7 11.3 11.4 9.1 6.8 5.2 7.6 
スロヴァキア 4.9 4.7 5.1 5.3 6.4 6.7 6.9 7.4 
スウェー デン 7.0 6.5 6.6 7.5 7.1 6.7 7.0 7.4 
デンマー ク 11.3 11.0 9.6 9.1 8.0 7.8 7.8 7.2 
オー ストリア 8.8 8.3 8目5 7.8 7.5 7.0 7.3 6.9 
チエコ 5.4 4.9 4.9 5.5 5.4 5.5 6.2 6.6 
アイルランド 11.7 11.5 10目8 9.7 8.4 6.9 6.9 6.3 
ギリシャ 14.2 13.5 12.9 11.3 10.1 9.0 7.9 6.2 
ルクセンブルク 7.7 7.1 6.2 8.1 6.1 6.1 9.3 5.5 
ポー ランド 5.3 5.4 5.6 5.7 5.6 5.4 5.3 5.2 
スロヴェニア 5.3 5.0 4.2 4.4 3.9 4.4 5.0 4.9 
リトアニア 8.7 7.9 7.4 6.5 6.3 5.9 5.5 4.8 
クロアチア 5.2 5.2 5.0 5.1 4.5 2.8 2.8 2.8 
表 1にみるように7, 2009年の時点ですでに 10%未満のヘッ ドライ ン指標を達成していたの
は 2013年加盟のク ロアチアを入れて 10ヵ国あり ，北欧，中欧，東欧に多い。 EUIO諸国がそ
のうちの 5ヵ国である。 一方， 20%前後を超え，顕著に割合が高かったのがスペイン，ポノレト
ガル， マルタ，イタ リアの南欧諸国である。2013年以降は，ベンチマークを達成した国が全体
の6割を超えている。上述の 2017年報告書の 4つのグループを表 1から再考する と，第 lグル
ープと第 2グループは同じことが言えるが， 第 4グノレープに一応位置づいているエス トニアは
ラ トヴィアが位置する第 3グループに位置づくと言ってもよい。そうすると， EUlO諸国は，
第 2グツレープ （常に目標値を上回っている） の3ヵ国（／レーマニア，ブルガリア，ハンガリー），
第 3グ、ループ （目標値を達成しているか，あともう少しの位置にある）の 2ヵ国 （ラトヴィ ア，
エス トニア），第 4グループ（すでに目標値より も低く，かっ，それを維持している）の 5ヵ国
（スロヴァ キア，チェコ，ポーラン ド，スロヴェニア，リトアニア）となる。
ここで， EUlO諸国について， グラフを用いて同じくユーロスタットのデータから EUに加盟
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述のように， 2017年報告書で 2010, 2013, 2016年のいずれかで早期離学率の上昇が指摘され




ルガリ アと，低率グ‘ルー プで上昇傾向にあるス ロヴァキアに，低率であるがここ 3年間上昇傾
向にあるチェ コを加えながら， 2017年のモニタリング報告書および別冊である 2016年および
2017年の各国分析（Country Analysis）をもとに考察してみよう（EuropeanCommission 2016b, 2017b）。
(1）ルーマニア
まず，ノレーマニアである。 ルーマニアの早期離学率は図 1にみるように，なかなか改善せず，
EU28ヵ国のなかでも 3番目に高い。また， 2008年までは下がる傾向にあったのが， 2009年，
2010年で一旦上昇し，その後も 2008年の離学率までは戻らず， 2016年は下がったが，高止ま
りの傾向にある。ルーマニアの 2017年の各国分析によれば （European Commission 201 7b, 
249・250），地方（rural)が 26.6%と高く，都市部（urban）とでは差がある。都市のうち市部（cities) 






っても，その格差はかな り大きい。また，同各国分析では， FRA(European Union Agency for 
Fundamental Rights）による 2016年調査から， ロマの人びとの早期離学率の高さ（77%）や，学
校隔離（ほとんどロマの生徒ばかりの学校）， 就労率の低さについても言及している。
（表 2) 2012・2016年の都市化別早期離学率（協） ( Source: Euro stat [ edat_lfse_30]) 
2012 2013 2014 2015 2016 
total 17.8 17.3 18.1 19.1 18.5 
ルー マニア cities 5.0 4.2 5.2 5.9 6.2 
Towns and suburbs 14.4 16.7 17.0 19.3 17.4 
Rural areas 31.0 29.0 29.2 27.8 26.6 
2016年の各国分析（EuropeanCommission 2016b, 236-238）でも同様に，早期離学は国内の地
域間，また都市部と地方の間での差がかな り大きいこと，ロマの人びとの早期離学率はさらに
高いこと，地域間格差については 2014年に比べて 4地域で早期離学率が上昇し，残りの 4地域
では下降していることが述べられている。地域間格差は最も高い北東地域で 25.3%，最も低い






































るが，その後はやや上昇傾向にある。2017年の各国分析 （EuropeanCommission 2017b, 30・31)
では，早期離学率はルーマニアと同じく，都市部と地方の格差があることをまず挙げている。
市部では 2.8%であるが， 町 ・郊外では 15.8%，地方では 30.3%である。表 3はルーマニアと 同
じく，過去 5年間についてユーロスタッ トのデータセット を用いて作成したものである。これ
をみると，ルーマニアの場合とは逆に，地方と町・郊外の早期離学率は上昇しつつある一方，
市部では下がる傾向にあり，格差はますます拡大している ことがわかる。
（表 3)2012・2016年の都市化別早期離学率（免） ( Source: Euro stat [ edat一lfse_30])
2012 2013 2014 2015 2016 
total 12.5 12.5 12.9 13.4 13.8 
ブルガリア cities 5.3 4.0 3.3 3.6 2.8 
Towns and suburbs 9.6 1.7 14.4 14.3 15.8 
Rural areas 26.8 27.9 29.2 29.4 30.3 
さらに同各国分析では，年間ドロップアウ ト率の高さが社会経済的要因や教育困難，増加し
つつある国外移住（早期離学率には反映されていないが， ドロップアウトの過半数を占める）
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（図 3）ブ、ルガリア国内の地域別（NUTS2）早期離学率（Source:Eurostat [edat lfse 16]) 
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後期中等教育を修了していない（ブルガリア系は 30%）こと， FRAの調査でも 16～24歳のニー
ト率はかなり高く 61%であることを挙げている。
(3）スログァキアとチェコ
最後にスロヴァキアとチェコである。表 1および図 2をみると，両固と もにほぼ同じ傾向を
示している。周知のよ うに 1918年から両国が分離する 1993年までチェコスロヴァキアであっ
た。両国とも早期離学率は低率であるためか， 2017年， 2016年の各国分析ともに多くの記述は
なされていない。スロヴァキアは 2017年の各国分析（EuropeanCommission 201 7b, 260・262）で








ついても触れられており ，3.6%から 10.4%と差があることを示している。ユーロスタットの NUT
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（図 4）スログァキア圏内の地域別 （NUTS2）早期離学率（Source:Eurostat [edat_lfse_I6]) 






NUTS2分類データで離学率の 2004～2015年の推移をみると（図 5),8区分のう ち北西部のド
イツ国境にある 1地域のみが 10～14%前後で推移してお り，残りの地域は 2～8%前後に収まっ

































（図 5）チェコ国内の地域別（NUTS2）早期離学率 （Source: Euro stat [ edat_lfse_l 6]) 
都市部と地方の早期離学率の格差については，スロヴァキアもチェコ も各国分析では特に触
れられていなかったが，後述のように 2017年報告書で全体として取り上げられているので， ル
ーマニアおよびブ‘ルガリ アと同じくここで確認しておきたい（表4）。スロ ヴァ キアもチェコ も




（表 4)2012-2016年の都市化別早期離学率（免） (Source: Eurostat [edat_lfse_30]) 
2012 2013 2014 2015 2016 
total 5.3 6.4 6.7 6.9 7.4 
スロヴァキア cities 3.6・ 2.8 2.9 
Towns and suburbs 3.5 5.8 5.6 4.3 7.2 
Rural areas 7.8 8.0 9.3 10.1 9.1 
total 5.5 5.4 5.5 6.2 6.6 
チェコ cities 5.3 4.6 4.2 5.2 6.6 
Towns and subu巾s 6.6 6.3 7.6 7.8 7.1 











Commission 201 7 a,61）で取 り上げられている。突出して高いのがブルガリアとノレーマニアであ
る。逆にチェコはほとんど格差がない。スログァキアは格差が大きいグ、ルー プに位置する。し




NUTS2分類のいずれか一地域のみに特徴を見いだすこと ができる。こ こで， 地域間格差を EU
加盟国全体のなかで確認してみよう。2017年報告書 （EuropeanCommission 2017a, 60）でも，
2016年報告書（EuropeanCommission 2016a, 42）でも， NUTS 2分類に従って早期離学率を反
映させ， 圏内の地域間格差の全体像がわかる地図を示している。ルーマニアとブルガリアは圏
内の地域間格差が著しく，また早期離学率が全体的に特に高いことがわかる。同様に離学率の


















上記コミュニケーショ ンでは欧州評議会 （Council of Europe）のデータを引用 して，ロマの
推計人口をまとめている（EuropeanCommission 2011, 15-18）。それによる と，上記 4ヶ国では，
ルーマニアが推計平均 185万人（人口の 8.32%,2010年），ブルガリアが同 75万人（10.33%,2010 
年），チェコが同 20万人（1.96%,2010年），スロヴァキアが同 50万人（9.17%,2010年）, EU 
全体では同 6,172,800人（1.73%）となっている。圏全体の人口に占める割合では，ブルガリ ア，
スロヴァキア，ルーマニア， ハンガリ ー （推計平均 70万人， 7.05%）の順に高く， これら 4ヶ
国は突出している。チェコはギリシャ（同 265000人， 2.47%）に次いで6位で， 7位のスペイ











由（「教育にかかる コストが高すぎる」）を回答した割合が， ルーマニア （回答者数 1,191人）
では回答の多い上位 3つのうち l位で特に高く， 36%であった。ルーマニアの他に高かったの
は，ギリシャ（2位，14%），ブルガリア（3位， 19%），ハンガリ ー （3位， 1I%），スロヴァキ

















と「ほとんど」の合計回答割合は，／レーマエアが 29%，プ、ルガリアが 60%，スロヴァキアが 62%,
チェコが 30%であり，早期離学率の高低とは相聞がみられない。もちろん，学校のエスニック
構成が学校所在地区のエスニック・グ、ループの人口構成を反映している可能性には注意が必要










る。予防（prevention），介入 （intervention），補償 （compensation）措置を含む包括的ス トラテ
ジーを準備し，さらに親を含む関係者や諸機関の横断的な連携による実施を求めている。また，
同じく EU理事会は 2015年 11月に早期離学対策の継続の重要性を結論文書20で出している。さ
らに， 2015年 12月に出された ET2020の共同報告書21では今後 5年間の 6つの優先領域を提示
し， そのなかで早期離学について，「長期間のコミッ トメン トと機関連携協力，予防，初期の介
入と補償措置方策の適切な組み合わせが，成功する対策には必要であるj としている。
2016年報告書のパックグランド・リポー ト（European Commission/EACEA/Eurydice 2016, 57・59)
では， 教育および訓練のルートに再び戻るためのセカ ン ド・ チャンス教育， 進路相談（教育お
よびキャリアガイ ダンス），青年プログラムの 3つをあげ，各加盟国の重点取り組み状況をま と
めている。これらを総合的に含みこむとすればどのような／レートが早期離学者に用意されるだ






度改革，人の移動・流出 （EU域内移動），産業・雇用問題， 地域間格差， 都市部と地方の格差
等からなる背景とともに，早期離学対策としてのルート保障を明らかにすることを次の課題に





ある。そのひとつは 2019年 3月に予定されているイギリスの EU離脱に伴う EU域内の人の移
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動の変化である。これまで EUlO諸国からイ ギリスへの流出は著しかった （柿内 2015）。イギ
リスへの移動に限らず，人の EU域内移動については自国の経済状況や失業率の高さ， 移動先





ルな教育から離れていたことになるだろ うし， フォーマルな学校教育をほ とんど受けてこなか
ったかもしれないし， もし くは異なる言語で教育を受けている ことになるだろう と指摘してい
る（EuropeanCommission 2017a, 56）。このよ うなヨーロ ッパ社会の変化と の関係 にも注意を払
いたい。





2欧州委員会の教育・訓練分野のサイト http:/ec. europa. eu/ education/po !icy/ school/ ear ly-schooトleavers_en
(2017/1/31閲覧）
3欧州委員会は 2012年から毎年度モニタリング報告書「Educationand Training Monitor」を発行し，ET2020
の進捗についてモニタリングしている。 EuropeanCommissionの Educationand Training Monitorのサイト
から各年版を入手できる。本稿で使用した当該報告書もダウンロー ドしたものである。
http://ec.europa.eu/education/policy/strategic-framework/et-monitor en ( 2017/11/13閲覧）
4報告書ではこのグループにデンマークが 2度出てくる。 Figure29を読みとると，おそら くそのうちのひ
とつは ドイ ツのまちがいであると思われるので，ここではドイ ツと してある。
5 ただし，報告書では， フィンランドは 2010年に 10.3%と一時的に目標値を超えてこのグループへの位
置づけを失っており，エストニアはほとんど 10%前後と変わらない，と言及している。
6 http:/ ec. europa. eu/ eurostat/we b/main/home (2018/2/7閲覧）なお，表中の EU28countriesは， 2013年加盟
のク ロアチアを含む。本文中の EU全体の早期隊学率の値も EU28を用いている。
7 2014年までのデータについては，柿内（2016）で考察している。
8 表2～表4はEurostatのデータセットEarlyleavers from education and training by sex and degree of 
urbanisation ［巴datーlfse_30］による。（2018/2/12閲覧）
9 図2～図5はEurostatのデータセット Earlyleavers from巴ducationand training by sex and NUTS 2 regions 
[edat_lfseー16］による。（2017/2/8閲覧）
10 EUの NUT2013の第 2レベル（NUTS2）分類（Eurostat2015）。NUTS2では，地域区分の人口を 80万
～300万人の範囲としているため，たとえばバルト三国のような小国では国全体で lつの地域区分と なっ
ている。なお，ルーマニアは 8区分，ブルガリアは 6区分，チェコは8区分，ス ログァキアは4区分。
1 2011年調査は，欧州委員会 （European Commission），国連開発計画 （UNDP），世界銀行 （WorldBank) 
との合同調査。
12ロマの学校隔離（school segregation）のデータは、 FRA(2016,28）による。 以降、本文で扱う他国の場
合も同 じく FRAの調査結果を参照している。
13 2017年各国分析では，FRA2016年調査を参照して 72%としているが， これは FRA20ll年調査のデー





15 フランスのジプシーの例ではあるが，左地は 「社会参入の機会を取り こぼす若者たちJとして子ども
たちの社会化の方法のちがいを指摘している（左地 2017,94-98）。
16たとえば，フレーザー （1995=2002）は第 9章で数多くの隔離された教育の例を指摘している。
17 EUのロマに関する取り組みは欧州委員会の EUand Romaのサイトが詳しい。




18調査対象国はブ／レガリ ア，チェコ，ギリ シャ，スペイン，フランス，ハンガリー，イ タリア，ポーラ
ンド，ポルトガノレ，ノレーマニア，スログァキア。サンプルは各国のロマが特に集住する地域 （国平均以上）
を選び，ロマおよび，隣接地区に住むロマ以外の人びとを無作為抽出。
19 Council Recommendation of 28 June 2011 on policies to reduce early school leaving 
2° Council Conclusions on reducing early school leaving and promoting success in school 
21 2015 Joint Report of the Council and the Commission on the implementation of the strategic framework for 
European cooperation in education and training (ET 2020) 
22本稿で用いた各国分析においても， ESFによる実践例が数多く紹介されている。
23 たとえば，次の 2つをあげておく。ルーマニア北東部（本文中の図 2にみるよ うに，早期隊学率が常
に高い地域である）にあるバカワから，長期間イタリアへ出稼ぎに行く母親と残された子どもたちの生活
をとらえたドキュメ ンタリー「8月を待ちわびて」（NHK rBs世界の ドキュメンタリー」2016年 4月 I
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